
【様式第1号】

自治体名：弥富市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 70,195   固定負債 15,741

    有形固定資産 69,587     地方債 13,404

      事業用資産 39,562     長期未払金 -

        土地 23,246     退職手当引当金 2,212

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 30,801     その他 125

        建物減価償却累計額 -15,361   流動負債 1,468

        工作物 2,573     １年内償還予定地方債 1,006

        工作物減価償却累計額 -2,036     未払金 0

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 278

        航空機 -     預り金 17

        航空機減価償却累計額 -     その他 167

        その他 - 負債合計 17,209

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 340   固定資産等形成分 71,603

      インフラ資産 29,466   余剰分（不足分） -16,445

        土地 6,693

        建物 93

        建物減価償却累計額 -41

        工作物 71,080

        工作物減価償却累計額 -48,467

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 107

      物品 1,468

      物品減価償却累計額 -910

    無形固定資産 121

      ソフトウェア 121

      その他 0

    投資その他の資産 488

      投資及び出資金 135

        有価証券 -

        出資金 135

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 118

      長期貸付金 -

      基金 244

        減債基金 -

        その他 244

      その他 -

      徴収不能引当金 -9

  流動資産 2,171

    現金預金 703

    未収金 66

    短期貸付金 -

    基金 1,407

      財政調整基金 1,234

      減債基金 173

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -5 純資産合計 55,157

資産合計 72,367 負債及び純資産合計 72,367

一般会計等貸借対照表
（令和3年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：弥富市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

一般会計等行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

  経常費用 20,063

    業務費用 8,692

      人件費 3,498

        職員給与費 2,099

        賞与等引当金繰入額 278

        退職手当引当金繰入額 187

        その他 934

      物件費等 5,038

        物件費 2,424

        維持補修費 237

        減価償却費 2,376

        その他 -

      その他の業務費用 156

        支払利息 54

        徴収不能引当金繰入額 12

        その他 90

    移転費用 11,372

      補助金等 7,715

      社会保障給付 2,775

      他会計への繰出金 880

      その他 1

  経常収益 482

    使用料及び手数料 229

    その他 253

純経常行政コスト 19,581

  臨時損失 8

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 8

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 19,586

    その他 -

  臨時利益 3

    資産売却益 3
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【様式第3号】

自治体名：弥富市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 56,339 73,274 -16,935

  純行政コスト（△） -19,586 -19,586

  財源 18,398 18,398

    税収等 10,636 10,636

    国県等補助金 7,762 7,762

  本年度差額 -1,188 -1,188

  固定資産等の変動（内部変動） -1,678 1,678

    有形固定資産等の増加 795 -795

    有形固定資産等の減少 -2,380 2,380

    貸付金・基金等の増加 303 -303

    貸付金・基金等の減少 -396 396

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 7 7

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -1,181 -1,671 490

本年度末純資産残高 55,157 71,603 -16,445

一般会計等純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：弥富市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

一般会計等資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,590

    業務費用支出 6,038

      人件費支出 3,232

      物件費等支出 2,662

      支払利息支出 54

      その他の支出 90

    移転費用支出 11,552

      補助金等支出 7,895

      社会保障給付支出 2,775

      他会計への繰出支出 880

      その他の支出 1

  業務収入 18,736

    税収等収入 10,624

    国県等補助金収入 7,630

    使用料及び手数料収入 229

    その他の収入 254

  臨時支出 4

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 4

  臨時収入 -

業務活動収支 1,142

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,041

    公共施設等整備費支出 795

    基金積立金支出 106

    投資及び出資金支出 100

    貸付金支出 40

    その他の支出 -

  投資活動収入 470

    国県等補助金収入 132

    基金取崩収入 295

    貸付金元金回収収入 40

    資産売却収入 3

    その他の収入 -

投資活動収支 -571

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,230

    地方債償還支出 1,024

    その他の支出 205

  財務活動収入 752

    地方債発行収入 752

前年度末歳計外現金残高 16

本年度歳計外現金増減額 1

本年度末歳計外現金残高 17

本年度末現金預金残高 703

    その他の収入 -

財務活動収支 -477

本年度資金収支額 94

前年度末資金残高 592

本年度末資金残高 686
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自治体名： 弥富市 年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

区分
 前年度末残高

(A)

 本年度増加額

(B)

 本年度減少額

(C)

 本年度末残高

 (A)+ (B)-(C)

(D )

 本年度末

 減価償却累計額

(E)

 本年度償却額

(F)

 差引本年度末残高

 (D )-(E)

(G)

事業用資産 56,577 4,939 4,557 56,959 17,397 694 39,562

 土地 23,225 21 - 23,246 - - 23,246

 立木竹 - - - - - - -

 建物 30,735 4,623 4,557 30,801 15,361 651 15,440

 工作物 2,564 9 - 2,573 2,036 42 537

 船舶 - - - - - - -

 浮標等 - - - - - - -

 航空機 - - - - - - -

 その他 - - - - - - -

 建設仮勘定 53 287 - 340 - - 340

イ ンフ ラ 資産 77,772 205 4 77,974 48,507 1,445 29,466

 土地 6,681 12 - 6,693 - - 6,693

 建物 93 - - 93 41 3 53

 工作物 70,888 193 0 71,080 48,467 1,441 22,614

 その他 - - - - - - -

 建設仮勘定 111 - 4 107 - - 107

物品 1,267 208 7 1,468 910 141 558

合計 135,617 5,352 4,568 136,401 66,814 2,279 69,587

有形固定資産の明細
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自治体名： 弥富市 年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

区分
 生活イ ンフ ラ ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

事業用資産 517 21,435 6,241 1,553 358 654 8,804 - 39,562

 土地 517 14,569 3,516 735 306 174 3,430 - 23,246

 立木竹 - - - - - - - - -

 建物 - 6,669 2,677 481 52 217 5,345 - 15,440

 工作物 - 196 48 0 - 263 30 - 537

 船舶 - - - - - - - - -

 浮標等 - - - - - - - - -

 航空機 - - - - - - - - -

 その他 - - - - - - - - -

 建設仮勘定 1 2 - 337 - - - - 340

イ ンフ ラ 資産 25,843 4 1,362 - 2,258 - - - 29,466

 土地 3,750 - 1,288 - 1,655 - - - 6,693

 建物 44 1 5 - 2 - - - 53

 工作物 21,941 3 69 - 600 - - - 22,614

 その他 - - - - - - - - -

 建設仮勘定 107 - - - - - - - 107

物品 2 360 25 1 1 45 125 0 558

合計 26,362 21,800 7,628 1,553 2,616 698 8,930 0 69,587

有形固定資産に係る行政目的別の明細
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投資及び出資金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

市場価格のある も の （ 単位： 百万円）

銘柄名
 株数・ 口数など

(A)

 時価単価

(B)

 貸借対照表計上額

 (A) X (B)

(C)

 取得単価

(D)

 取得原価

 (A) X (D)

(E)

 評価差額

 (C) - (E)

(F)

 (参考)財産に関する

調書記載額

合計

市場価格のないも ののう ち連結対象団体に対する も の （ 単位： 百万円）

相手先名

 出資金額

 (貸借対照表計上額)

(A)

 資産

(B)

 負債

(C)

 純資産額

 (B) - (C)

(D )

 資本金

(E)

 出資割合(% )

 (A) / (E)

(F)

 実質価額

 (D ) X (F)

(G)

 投資損失引当金

 計上額

(H)

 (参考)財産に関する

調書記載額

下水道事業会計 100 18,449 17,524 925 499 100.00% 925 - -

合計 100 18,449 17,524 925 499 925 - -

市場価格のないも ののう ち連結対象団体以外に対する も の （ 単位： 百万円）

相手先名
 出資金額

(A)

 資産

(B)

 負債

(C)

 純資産額

 (B) - (C)

(D )

 資本金

(E)

 出資割合(% )

 (A) / (E)

(F)

 実質価額

 (D ) X (F)

(G)

 強制評価減

(H)

 貸借対照表計上額

 (A) - (H )

( I)

 (参考)財産に関する

調書記載額

名古屋西部ソ イ ルリ サイ ク ル株式会社 5 1,488 63 1,425 200 2.65% 38 - 5 5

名古屋西流通セン タ ー株式会社 21 1,250 452 798 300 7.00% 56 - 21 21

西尾張シーエーティ ーヴィ 株式会社 0 3,965 1,107 2,859 480 0.01% 0 - 0 0

全国漁業信用基金協会愛知支所 0 303,497 234,798 68,699 45,865 0.00% 0 - 0 0

地方公共団体金融機構 2 24,857,606 24,516,985 340,621 16,602 0.01% 35 - 2 2

一宮地場産業フ ァ ッ ショ ン デザイ ン セン タ ー 0 536 14 521 220 0.00% 0 - 0 0

愛知県国際交流協会 0 400 51 350 346 0.08% 0 - 0 0

地域活性化セン タ ー 0 4,592 247 4,345 2,451 0.02% 1 - 0 0

暴力追放愛知県民会議 1 1,595 14 1,582 1,500 0.01% 1 - 1 1

愛知県体育協会 0 117 16 101 69 0.10% 0 - 0 0

建設愛知県教育・ スポーツ 振興財団 0 1,754 681 1,073 73 0.13% 1 - 0 0

愛知県信用保証協会 2 232,706 88,049 144,657 102,364 0.00% 4 - 2 2

弥富市社会福祉協議会 3 174 141 33 21 14.31% 5 - 3 3

合計 35 25,409,679 24,842,616 567,063 170,490 141 - 35 35
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基金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
 合計

(貸借対照表計上額)

 (参考)財産に関する

調書記載額

財政調整基金 1,234 - - - 1,234 1,234

減債基金 173 - - - 173 173

地域福祉振興基金 1 - - - 1 1

三ツ又池保全基金 22 - - - 22 22

公共施設整備基金 160 - - - 160 160

森林環境譲与税基金 4 - - - 4 4

土地開発基金 57 - - - 57 57

合計 1,651 - - - 1,651 1,651
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貸付金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

貸借対照表計上額
 徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

 徴収不能引当金

計上額

合計 - - - - -

相手先名または種別

⻑ 期貸付金 短期貸付金
 (参考)

貸付金計
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⻑ 期延滞債権の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【 貸付金】

小計 - -

【 未収金】

市民税（ 個人） 71 6

市民税（ 法人） 1 0

固定資産税 41 3

軽自動車税 3 0

分担金及び負担金 - -

使用料及び手数料 1 0

諸収入 0 0

小計 118 9

合計 118 9
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未収金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【 貸付金】

小計 - -

【 未収金】

市民税（ 個人） 31 2

市民税（ 法人） 2 0

固定資産税 31 2

軽自動車税 1 0

分担金及び負担金 - -

使用料及び手数料 0 0

諸収入 1 0

小計 66 5

合計 66 5
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地方債（ 借入先別） の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

う ち1年内償還予定 う ち共同発行債 う ち住民公募債

【 通常分】 9,746 493 2,192 5,660 568 396 - - - 930

 一般公共事業 728 96 - - 67 68 - - - 593

 公営住宅建設 - - - - - - - - - -

 災害復旧 - - - - - - - - - -

 教育・ 福祉施設 2,296 177 1,930 - 317 19 - - - 30

 一般単独事業 6,447 206 - 5,647 184 309 - - - 307

 その他 275 15 261 13 - - - - - -

【 特別分】 4,664 513 4,656 - 8 - - - - -

 臨時財政対策債 4,521 482 4,521 - - - - - - -

 減税補てん債 89 26 89 - - - - - - -

 退職手当債 - - - - - - - - - -

 その他 54 4 46 - 8 - - - - -

 合計 14,410 1,006 6,848 5,660 575 396 - - - 930

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
 地方公共団体

金融機構
市中銀行

 その他の

金融機関
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地方債（ 利率別） の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

地方債残高 1.5% 以下
 1.5% 超

2.0% 以下

 2.0% 超

2.5% 以下

 2.5% 超

3.0% 以下

 3.0% 超

3.5% 以下

 3.5% 超

4.0% 以下
4.0% 超

 (参考)

 加重平均

利率

14,410 13,436 413 562 - - - -
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地方債（ 返済期間別） の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

地方債残高 1年以内
 1年超

2年以内

 2年超

3年以内

 3年超

4年以内

 4年超

5年以内

 5年超

10年以内

 10年超

15年以内

 15年超

20年以内
20年超

14,410 1,006 1,120 1,160 1,096 971 3,875 2,061 1,363 1,758
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特定の契約条項が付さ れた地方債の概要
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

 特定の契約条項が

付さ れた地方債残高
契約条項の概要
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引当金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

目的使用 その他

徴収不能引当金（ 固定資産） 9 11 11 0 9

徴収不能引当金（ 流動資産） 4 5 - 4 5

投資損失引当金 - - - - -

退職手当引当金 2,205 187 - 180 2,212

損失補償等引当金 - - - - -

賞与等引当金 199 278 199 - 278

合計 2,449 378 211 198 2,418

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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補助金等の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

県営特定農業用管水路特別対策事業負担金 愛知県 93 石綿に起因する影響を 未然に防止し 、 農業経営の安定及び農業の維持を図るため

海南病院施設整備事業補助金 Ｊ Ａ 愛知厚生連海南病院 53 地域医療の中核を 担う 病院施設充実のため

県営地盤沈下対策事業負担金 愛知県 51 地盤沈下に起因し て生じ た農地や農業用施設の効用の低下を 従前の状態に回復するため

土地改良施設整備補助金 土地改良区 43 湛水被害の発生を 未然に防止し て農業経営の安定を図るため

県営経営体育成基盤整備事業負担金 愛知県 26 高生産性農業の推進と 優良農地の適切な維持・ 保全・ 農業経営体の育成を 図る ため

その他 26

計 293

特別定額給付金 申請者 4,439 特別定額給付金の給付のため

海部南部消防組合負担金 海部南部消防組合 603 運営費等の弥富市負担分

療養給付費負担金 愛知県後期高齢者広域連合 398 後期高齢者医療給付費の弥富市負担分

海部地区環境事務組合負担金 海部地区環境事務組合 321 運営費等の弥富市負担分

下水道事業会計補助金（ 公共下水道） 下水道事業会計 313 下水道事業会計（ 公共下水道） に係る弥富市一般会計負担分

その他 1,347

計 7,422

合計 7,715

 他団体への公共施設等整備補助金等

(所有外資産分)

その他の補助金等
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財源の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

会計 区分 金額

8,536

330

7

39

37

35

979

14

37

66

532

8

10

260

5

10,896

国庫支出金 101

県支出金 31

計 132

国庫支出金 6,590

県支出金 1,040

計 7,630

7,762

18,658

-

国庫支出金

県支出金

計 -

国庫支出金

県支出金

計 -

-

-

10,896

132

7,630

7,762

18,658

一般会計等相殺 △260

10,636

132

7,630

7,762

18,398

税収等

一般会計等

税収等

国県等補助金

 資本的補助金

 経常的補助金

小計

合計

合計

財源の内容

一般会計

税収等

地方税

交通安全対策特別交付金

特別会計繰入金（ 全体会計）

その他

小計

国県等補助金

 資本的

補助金

地方特例交付金

地方交付税

配当割交付金

地方譲与税

利子割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

 経常的

補助金

小計

ゴルフ 場利用税交付金

環境性能割交付金

法人事業税交付金

特別会計繰入金（ 一般会計等）

土地取得特別会計

税収等
小計

一般会計等（ 単純合算）

税収等

国県等補助金

 資本的補助金

 経常的補助金

小計

合計

国県等補助金

 資本的

補助金

 経常的

補助金

小計

合計
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自治体名： 弥富市 年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等 （ 単位： 百万円）

純行政コ スト 19,586 7,630 395 8,934 2,627

有形固定資産等の増加 795 132 358 266 39

貸付金・ 基金等の増加 303 - - 206 97

その他 - - - - -

合計 20,684 7,762 752 9,406 2,763

財源情報の明細

区分 金額

内訳

国県等補助金 地方債 税収等 その他
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資金の明細
自治体名： 弥富市

年度： 令和２ 年度

会計： 一般会計等

（ 単位： 百万円）

種類 本年度末残高

現金預金 686

短期投資 -

合計 686

-20-



注記 

 1 重要な会計方針  

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし 、 開始時の評価基準及び評価方法については、 次のと おり です。   

ア 昭和 59 年度以前に取得し たも の･･･････････再調達原価  

ただし 、 道路、 河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円と し ています。   

イ  昭和 60 年度以後に取得し たも の  

取得原価が判明し ているも の････････････････取得原価  

取得原価が不明なも の･･････････････････････再調達原価 

ただし 、 取得原価が不明な道路、 河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円と し ています。   

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

ただし 、 開始時の評価基準及び評価方法については、 次のと おり です。  

取得原価が判明し ているも の････････････････取得原価 

取得原価が不明なも の･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし  

② 満期保有目的以外の有価証券 

該当なし  

③ 出資金  

ア 市場価格のあるも の 該当なし  

イ  市場価格のないも の･･････････････････････出資金額 

ただし 、 出資先の財政状態の悪化により 出資金の価値が著し く 低下し た場合には、 相当の

減額を行う こ と と し ており ます。  

なお、 出資金の価値の低下割合が 30% 以上である場合には、「 著し く 低下し たと き」 に該

当するも のと し ており ます。  

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 該当なし  

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法  

① 有形固定資産（ リ ース資産を 除き ます。） ･････････定額法  

なお、 主な耐用年数は以下のと おり です。   
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建物  １ ５ 年～５ ０ 年  

工作物  ３ 年～６ ０ 年  

物品  ３ 年～３ ０ 年  

② 無形固定資産（ リ ース資産を 除き ます。） ･････････定額法 

（ ソ フ ト ウェ アについては、 当市における 見込利用期間（ ５ 年） に基づく 定額法によっ て

います。）   

③ 所有権移転フ ァ イ ナンス・ リ ース取引に係るリ ース資産（ リ ース期間が 1 年以内のリ ース

取引及びリ ース契約 1 件あたり のリ ース料総額が 300 万円以下のフ ァ イ ナンス・ リ ース取

引を 除き ます。）  

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と 同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法  

① 投資損失引当金  

 該当なし  

② 徴収不能引当金  

未収金については、過去５ 年間の平均不納欠損率により 、徴収不能見込額を 計上し ています。 

⻑ 期延滞債権については、過去５ 年間の平均不納欠損率により 、徴収不能見込額を 計上し て

います。   

⻑ 期貸付金については、過去５ 年間の平均不納欠損率により 、徴収不能見込額を計上し てい

ます。   

③ 退職手当引当金  

地方公共団体財政健全化法における 退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ てお

り ます。  

④ 損失補償等引当金  

該当なし  

⑤ 賞与等引当金  

翌年度６ 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれら に係る 法定福利費相当額の見込

額について、 それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を 計上し ています。  

 

⑹ リ ース取引の処理方法  

① フ ァ イ ナンス・ リ ース取引 

ア 所有権移転フ ァ イ ナンス・ リ ース取引（ リ ース期間が 1 年以内のリ ース取引及びリ ース

料総額が 300 万円以下のフ ァ イ ナンス・ リ ース取引を 除き ます。）  

通常の売買取引に係る方法に準じ た会計処理を 行っ ています。  

イ  ア以外のフ ァ イ ナンス・ リ ース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ た会計処理を行っ ています。  
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② オペレーティ ング・ リ ース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ た会計処理を行っ ています。  

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲  

現金（ 手許現金及び要求払預金） 及び現金同等物（ 弥富市資金管理方針において、 歳計現金等

の保管方法と し て規定し た預金等を いいます。）   

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により 発生する 資金の受払いを含

んでいます。  

 

⑻ その他財務書類作成のための基本と なる重要な事項  

① 物品及びソ フ ト ウェ アの計上基準 

物品については、 取得価額又は見積価格が 50 万円（ 美術品は 300 万円） 以上の場合に資産

と し て計上し ています。  

ソ フ ト ウェ アについても 物品の取扱いに準じ ています。  

② 資本的支出と 修繕費の区分基準 

資本的支出と 修繕費の区分基準については、 金額が 60 万円未満であると き 、 又は固定資産

の取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であると き に修繕費と し て処理し ています。  

 

2 重要な会計方針の変更等  

⑴ 会計方針の変更  

該当なし  

⑵ 表示方法の変更  

該当なし  

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更  

該当なし  

 

3 重要な後発事象  

⑴ 主要な業務の改廃  

該当なし  

⑵ 組織・ 機構の大幅な変更  

該当なし  

⑶ 地方財政制度の大幅な改正  

該当なし  

⑷ 重大な災害等の発生  

該当なし  

 

-23-



4 偶発債務  

⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況  

該当なし  

⑵ 係争中の訴訟等  

該当なし  

 

5 追加情報  

⑴ 財務書類の内容を 理解するために必要と 認めら れる 事項  

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のと おり です。   

一般会計  

土地取得特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき 出納整理期間が設けら れている会計においては、 出納整

理期間における 現金の受払い等を 終了し た後の計数を も っ て会計年度末の計数と し ていま

す。  

③ 百万円未満を 四捨五入し て表示し ている ため、 合計金額が一致し ない場合があり ます。  

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律における 健全化判断比率の状況は、 次のと おり

です。   

実質赤字比率  ʷ   

連結実質赤字比率  ʷ   

実質公債費比率  5.4％  

将来負担比率  94.8％  

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 該当なし  

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 354 百万円 

⑦ 新型コ ロナウイ ルス感染症による影響 

本年度の行政コ スト 計算書上の補助金等及び資金収支計算書上の補助金等支出には、 特

別定額給付金の給付事業による支出 4,439 百万円が計上さ れています。また、その財源と し

ての国庫支出金の収入があり 、 純資産変動計算書上の国県等補助金及び資金収支計算書上

の国県等補助金収入に同額が計上さ れています。  

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 基準モデルから 統一的な基準へ変更し たこ と によ る影響額等は次のと おり です。   

ア 財務書類の対象と なる会計の変更 

該当なし  

② 売却可能資産の範囲及び内訳は、 次のと おり です。   

ア 範囲  

すべての普通財産 
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イ  内訳 

事業用資産  2,304 百万円（  1,844 百万円）  

土地 2,304 百万円（  1,844 百万円）   

建物      0 百万円（      0 百万円）  

令和 3 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を 記載し ています。   

売却可能価額は、 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律における 評価方法によっ

ています。   

上記の（ △△△百万円） は貸借対照表における簿価を 記載し ています。  

③ 減債基金に係る積立不足額  該当なし  

④ 基金借入金（ 繰替運用）  該当なし  

⑤ 地方交付税措置のある 地方債のう ち、 将来の普通交付税の算定基礎である 基準財政需要額

に含まれるこ と が見込まれる金額 13,174 百万円 

⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する 法律における 将来負担比率の算定要素は、 次のと お

り です。   

標準財政規模 10,692 百万円  

元利償還金・ 準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 925 百万円  

将来負担額 24,353 百万円  

充当可能基金額 1,919 百万円  

特定財源見込額 - 百万円  

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  13,174 百万円 

⑦ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく ⻑ 期継続契約で貸借対照表に計上さ れたリ ース債務金額 

292 百万円 

 

⑶ 行政コ スト 計算書に係る事項  

該当なし  

 

⑷ 純資産変動計算書に係る事項  

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（ 不足分） の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における 短期貸付金及び基金等を 加えた額を計上し ています。   

② 余剰分（ 不足分）   

純資産合計額のう ち、 固定資産等形成分を 差し 引いた金額を計上し ています。  

 

(5)  資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   436 百万円 

② 既存の決算情報と の関連性 
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 収入（ 歳入）  支出（ 歳出）  

歳入歳出決算書 20,551 百万円 19,865 百万円 

財務書類の対象と なる 会計の範囲の相違に伴う 差額 260 百万円 260 百万円 

繰越金に伴う 差額 △592 百万円 ʷ  

会計間の内部取引 △260 百万円 △260 百万円 

資金収支計算書 19,959 百万円 19,865 百万円 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく 歳入歳出決算書は「 一般会計」 を対象範囲と し ている

のに対し 、 資金収支計算書は「 一般会計等」 を 対象範囲と し ているため、 歳入歳出決算書と 資

金収支計算書は一部の特別会計（ 土地取得特別会計） の分だけ相違し ます。  

③ 資金収支計算書の業務活動収支と 純資産変動計算書の本年度差額と の差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支   1,142 百万円  

投資活動収入の国県等補助金収入  132 百万円 

未収債権額の増加（ 減少）    1 百万円  

未払債務額の増加（ 減少）   0 百万円  

減価償却費   △2,376 百万円  

賞与等引当金繰入額（ 増減額）    △79 百万円  

退職手当引当金繰入額（ 増減額）    △7 百万円  

徴収不能引当金繰入額（ 増減額）    △1 百万円 

資産除売却益（ 損）  △1 百万円 

その他臨時利益 0 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額   △1,188 百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、 一時借入金の増減額は含まれていません。   

なお、 一時借入金の限度額及び利子額は次のと おり です。  

一時借入金の限度額    1,000 百万円 

一時借入金に係る利子額       - 百万円 

⑤ 重要な非資金取引  

該当なし  
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